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※令和７年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

147,350,100 0

私立学童クラブへの経費
委託料、賃借料等に対す
る補助

私立学童クラブへの経費
委託料、賃借料等に対す
る補助

私立学童クラブへの経費
委託料、賃借料等に対す
る補助

私立学童クラブへの経費
委託料、賃借料等に対す
る補助

154,180,000

執行体制

項 目

令和8年度

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

運営に係る委託料

土地・建物の賃借料補助

学童保育施設建設費補助

送迎支援費補助

処遇改善費補助

作成日

細事業名

事
業
費 地方債

年度別計画

155,568,000 176,803,000

0

決算額

国支出金

170,084,000

147,580,600

0

36,891,887

49,549,792

単位：円

74,554,000

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

154,043,984 148,729,507

9,836,947 10,012,707

1.25

事務事業評価表
１．基本事項

1.25 1.25

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

私立学童保育室運営事業

保護者が就労等により昼間留守になる小学校児童の放課後の健全な育成を図るため。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

私立学童クラブにおける児童の保育に係る経費委託料（学童設置基本分、学童支援員加算及び障害児加算分の人件
費、賠償保険料）を支弁し、土地・建物の賃借料、支援員の賃金改善、送迎支援等に対し補助金を交付する。

成果
※何を求めるか

放課後等の児童に安全安心な保育を提供する。

中項目 1 健やかに成長できるまちづくり

0

事務事業

2

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0

0 0 0 0

171,670,000

51,919,630 51,756,861 47,765,000

147,350,100

区分

大項目

小項目

1

児童福祉法に基づき、保護者が就労等により昼間留守になる小学校児童の放課後の健全な育成を図るため、私立学童
クラブの運営に係る委託料及び土地・建物の賃借料や支援員の賃金改善・送迎支援等に対する補助金を交付すること
により、放課後児童の安全安心な保育の場を確保する。

県支出金 55,395,520 45,411,543 45,438,538 45,566,553 47,765,000

学童保育室運営費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

52,996,722

児童福祉費

小学校児童が利用する市内の私立学童クラブ

0

157,946,468 181,094,611

10,596,368 11,010,611

1.25 1.25

41,548,396

0

138,716,800

令和5年度 令和6年度

157,858,402

10,277,802

令和08年06月10日(水)

令和9年度

児童福祉法、子ども・子育て支援法、深谷市放課後児童
健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条
例、深谷市放課後児童健全育成事業実施要綱

■ □

49,145,340 52,233,755

保育課 担当係 学童保育係 管理番号 31322私立学童保育室運営事業

健康でいきいきと暮らせるまち

保育環境の充実

令和7年度

民生費

144,207,037

私立学童クラブへの経費
委託料、賃借料等に対す
る補助

担当課

令和4年度

前年度決算額（円）

一般会計



目標値の算定根拠/実績値の出所
成果指標３

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移
　開室日数は前年度と同程度で、条例で定める250日以上を超える開室がで
きた。
　また、12の私立学童クラブに対して、運営に係る委託契約を行うほか、
土地・建物の賃借料、支援員の処遇改善等の補助金を交付するなど、適正
な運営を行えるよう支援することができた。

指標名

私立学童クラブ数（市が委託
する学童）

私立学童クラブの年間入室児
童延べ数

目標値

実績値

児童一人あたりの保育面積

運営における事故件数（国に
報告した事故件数）

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

評価評価の観点区分

3.22 2.983.18

6,208.00 6,213.00

1.65 1.65

人

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標２

成果指標１

単
位

日

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

開室日数は祝日等の状況により変動があるため目標値の設定しない。/当該年度実績

区分

開室日数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

成果指標２

0.00 0.00 2.00

実績値の算出式

0.00

実績値

目標値

12.00

0.00

1.65

児童１人の面積基準１．６５㎡以上　/　民間総面積÷月平均児童数

実績値の算出式

13.00 13.00 13.00

3.18
㎡

件

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 学童保育係長　根岸　佐知

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

　本事業は、委託料及び補助金の交付が主であるため、効率的に事務事業
を執行できている。

A

A

　前年度と比較し、児童数の減少とともに、私立の年間入室児童延べ数も
減少している。さらに、令和7年度は私立学童クラブ数が13室から12室へ減
少した。
　児童1人当たりの保育面積は、条例で定める基準を遵守し、十分確保され
ていると言える。
　また、運営における事故件数の報告基準が厳格化される中、事故件数が
増加している状況ではあるが、2件と低水準にとどめることができている点
からも、安定した学童運営ができている。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 学童保育係長　根岸　佐知

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

0.00

1.65

保育ニーズにより変動するため目標設定ができない　/　当該年度実績

6,127.00 5,773.00

　

0.00

令和
7年度

令和
8年度

262.00

0.00

国に報告する事故は重篤な事故となるため０件とする。　/　当該年度実績

室

265.00

認可制でないため対象施設の目標設定ができない　/　当該年度実績

263.00 256.00


